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米国会計基準採用の有無　　　　　無

１. 15年 9月中間期の連結業績(平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日)
(1)連結経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 15年 9月中間期 248,219 12.3 9,020 84.2 9,133 105.9
 14年 9月中間期 220,965 7.5 4,896 58.6 4,436 40.5
 15年 3月期 446,778 11,643 12,043

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

 15年 9月中間期 3,987 △ 25.4 20.31 18.04
 14年 9月中間期 5,346 3,620.1 27.26 22.36
 15年 3月期 8,281 40.80 36.19
(注) ①持分法投資損益 15年 9月中間期  1,042 百万円   14年 9月中間期  838 百万円   15年 3月期  1,610 百万円

②期中平均株式数(連結) 15年 9月中間期  196,342,479 株   14年 9月中間期  196,156,058 株   15年 3月期  196,141,734 株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

 15年 9月中間期 482,116 113,210 23.5 575.25
 14年 9月中間期 461,667 102,253 22.1 521.30
 15年 3月期 457,559 105,290 23.0 535.45
(注) 期末発行済株式数(連結) 15年 9月中間期  196,801,245 株   14年 9月中間期  196,151,447 株   15年 3月期  196,116,570 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

 15年 9月中間期 16,620 △ 15,226 6,415 32,499
 14年 9月中間期 5,478 △ 11,536 △ 335 40,268
 15年 3月期 25,432 △ 22,526 △ 25,368 24,294

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数  43 社    持分法適用非連結子会社数  1 社    持分法適用関連会社数  4 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結(新規)  2 社  (除外)  0 社    持分法(新規)  1 社  (除外)  1 社

２. 16年 3月期の連結業績予想( 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 )

百万円 百万円 百万円

490,000 18,000 7,500
(参考) 1株当たり予想当期純利益(通期)    38 円  11 銭

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。
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製品

部品等

製品

連結子会社 非連結子会社

光洋販売(株) KOYO DEUTSCHLAND GMBH KOYO ITALIA S.R.L. (ｲﾀﾘｱ)

KOYO CORPORATION (ﾄﾞｲﾂ) KOYO MANUFACTURING 

OF U.S.A. (ｱﾒﾘｶ) KOYO FRANCE S.A. (ﾌﾗﾝｽ) (PHILIPPINES) CORP. (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ)

KOYO STEERING LYON S.A.S. KOYO (U.K.) LTD. (ｲｷﾞﾘｽ) KOYO ROLAMENTOS DO 

製品 (ﾌﾗﾝｽ) KOYO LATIN AMERICA, S.A. BRASIL LTDA. (ﾌﾞﾗｼﾞﾙ) 製品

KOYO MANUFACTURING  (ﾊﾟﾅﾏ) 他17社

 (THAILAND) CO., LTD. (ﾀｲ) KOYO SINGAPORE BEARING 

KOYO STEERING PTE. LTD. (ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ) 関連会社

(THAILAND) CO., LTD. (ﾀｲ) THAI KOYO CO., LTD. (ﾀｲ) SONA KOYO STEERING 

KOYO STEERING DIJON HYDROPERFECT SYSTEMS LTD. (ｲﾝﾄﾞ)

SAINT ETIENNE S.A.S. (ﾌﾗﾝｽ) INTERNATIONAL S.A. (ﾌﾗﾝｽ) 他6社

EUROPA-KOYO B.V.  (ｵﾗﾝﾀﾞ) 他9社

製品 製品 製品

製品 連結子会社 非連結子会社 連結子会社 製品

KOYO ROMANIA S.A. (ﾙｰﾏﾆｱ) 栄光精密大連有限公司 (中国) KOYO BEARINGS 

(EUROPE) LTD. (ｲｷﾞﾘｽ)

連結子会社 非連結子会社

ダイベア(株)＊ 光洋熱処理(株) トキオ精工(株) 他1社 原材料

宇都宮機器(株) 無錫光洋軸承有限公司 (中国)

日本ニードルローラー製造(株) 他2社 関連会社 部品等

光洋メタルテック(株) (株)ナカテツ

(株)タイホー 他2社

連結子会社 非連結子会社

製品 光洋機械工業(株) KOYO MACHINERY U.S.A., コーキ・クリエイト(株) 他4社 製品

光洋サーモシステム(株) INC. (ｱﾒﾘｶ)

製品 連結子会社 非連結子会社

T&K AUTOPARTS SDN. BHD. 無錫光洋機床有限公司 (中国)

(ﾏﾚｰｼｱ) 他3社

製品

連結子会社 部品等

製品 非連結子会社 光洋電子工業(株)

TAIWAN KOYO ELECTRONICS 製品

INDUSTRIES CO., LTD. (台湾) 連結子会社 非連結子会社

製品 AUTOMATIONDIRECT.COM KOYO ENCODER, INC. (ｱﾒﾘｶ)

INC. (ｱﾒﾘｶ)

製品 関連会社 部品等

富士機工(株)

非連結子会社

製品 光洋(無錫)密封科技有限公司 原材料 連結子会社

製品 (中国) 光洋シーリングテクノ(株) 製品

製品 連結子会社 部品等

TENNESSEE KOYO STEERING 

SYSTEMS CO. (ｱﾒﾘｶ) サービス関係その他

パートナーシップ 連結子会社 非連結子会社

連結子会社 KOYO STEERING EUROPE コーヨーサービス(株) 他9社

KOYO DELAWARE INC. (ｱﾒﾘｶ) S.A.S. (ﾌﾗﾝｽ) 関連会社

(株)久永

 ＊ (株)大阪証券取引所市場第2部に上場しております。
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 経 営 方 針 

 
１．経営の基本方針 
当社グループは、 
①マーケットから発想し、最高の技術・品質・サービスを提供する。 

②新しい価値を創造し、企業価値を高め、豊かな人間社会づくりを志向する。 
③人を活かし、一人ひとりの可能性と働きがいを大切にする。 
 以上を経営の基本姿勢として、ベアリング、ステアリング、その他多彩な商品群の開発を通じて、 

グローバル優良企業としての地位を確保するとともに、地球環境の保全と国際社会への貢献を目指 
してまいります。 

 
２． 中長期経営戦略 
当社グループは、総合力を高め、環境変化に対応した事業の成長性と安定した収益性の確保を図 
るため、重点的な資源配分を行うとともに、さらに徹底した構造改革を引き続き進めてまいります。 

   ベアリング部門につきましては、 
①重点分野の商品戦略の展開 
②技術開発力の強化 

③グローバル供給・調達体制の構築 
  ステアリング部門につきましては、グローバルシステムサプライヤーとして、 
①省エネステアリングシステムに代表される先端技術の開発力強化 

②グローバル開発・生産・調達体制の強化 
③市場優位の製品開発（コスト･性能･品質） 
 その他の部門につきましては、ベアリング製造で培った精密加工技術をもとに、当社グループの 

優位性を活かした事業展開を図ってまいります。 
  また全ての部門において、品質優先を方針として掲げ、より一層の取り組みを進めてまいります。 

 
３．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
当社では、基本方針および業務執行に関する決定・展開に関しては、取締役会および監査役会に 

    よる監査、各種役員会（専務会、常務会、経営会議、関係会社社長会等）を通して、法律・社内規 

定との照応を行っております。 特にコンプライアンス関係については、輸出管理委員会、地球環 
境保全委員会および企業行動監理委員会等を設置して取り組んでおります。また、従業員に対して 
は「企業行動基準」を制定、その徹底を図り、企業倫理の向上に努めております。 

   
４．利益配分に関する基本方針 
当社は、安定的な配当の継続および今後の事業展開のための内部留保の充実を基本として、業績 

および配当性向等を総合的に勘案し、株主の皆様のご期待におこたえしてまいりたいと考えており 
ます。 

 
５．投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

  当社株式投資単位の引き下げにつきましては、今後、業績および市況の動向などを勘案し、慎重 
に検討を進めてまいる所存であります。 

 
 
 

 
 
 



－   － ３

 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

１. 当中間期の概況 

当中間期におけるわが国経済は、長期化するデフレの影響により個人消費は依然として低迷しているもの

の、民間設備投資に回復の兆しが見られたことや株式相場の上昇等もあり、緩やかながらも回復の軌道を辿

ってまいりました。 

また、海外におきましても、ユーロ高による輸出環境悪化から欧州経済に景気の減速感が見られましたが、

米国経済は減税効果による個人消費の伸びなどを背景に回復基調にあり、中国をはじめとしたアジア経済も

輸出の好調に支えられ比較的堅調に推移いたしました。 

このような経営環境の中で、当社グループといたしましては生産・販売体制の効率化に努めるとともに、

品質向上および技術力強化に取り組んでまいりました結果、当中間期の連結売上高は２,４８２億１９百万円

と前年同期に比べ２７２億５３百万円、率にして１２.３％の増収となりました。 

 製品部門別に見ますと、 

 ベアリング部門では、１,０８０億９０百万円と前年同期比３.０％の増収となりました。海外においては

為替相場の影響等もあり前年同期なみにとどまりましたが、一方で国内販売が自動車業界向けを中心として

好調に推移しました。 

ステアリング部門では、日本・欧州・北米それぞれにおいて電動パワーステアリングの販売が順調に拡大

したことなどにより、１,０８８億３４百万円と前年同期に比べ２２.６％の伸びとなりました。 

その他の部門では、ＩＴ向け工業炉等で需要回復の兆しが見られたことから３１２億９４百万円と前年同

期比１４.８％の増収となりました。 

収益面につきましては、売上高の増加やコスト削減の効果などにより連結経常利益は９１億３３百万円と

前年同期に比べ大幅な増益となりました。なお連結中間純利益は構造改善費等を計上したことなどから３９

億８７百万円にとどまりました。 

連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは１６６億２０百万円の資

金の増加であり、前年同期に比べ１１１億４２百万円の増加となりました。投資活動によるキャッシュ・フ

ローは１５２億２６百万円の資金の減少であり、ステアリング製造拠点子会社化のための支出などから前年

同期に比べ３６億９０百万円の減少となりましたが、財務活動によるキャッシュ・フローは６４億１５百万

円の資金の増加であり、前年同期に比べ６７億５０百万円の増加となりました。これらに換算差額の増加を

加算しました結果、当中間期末における現金及び現金同等物は３２４億９９百万円となり、前期末に比べ  

８２億５百万円の増加となりました。 

 当期の中間配当金につきましては、１株につき３円とさせていただきます。 

 

２. 通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、欧州経済がさらに停滞感を強め、米国経済については雇用環境の改善が遅

れていることなどから本格的な回復までには時間を要するという見方もあり、また国内におきましても個人

消費の伸び悩みや為替相場の動向など懸念される要因も多く、予断を許さない状況が続くものと予想されま

す。 

このような状況に対処するため、研究開発体制および品質管理体制のより一層の充実を図ってまいります

とともに、引き続きコスト競争力強化に取り組み、経営環境の変化に対応できる強固な事業基盤の確立に努

めてまいります。 

通期の業績につきましては、連結売上高４,９００億円、連結経常利益１８０億円、連結当期純利益７５億

円を見込んでおります。 
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 中 間 連 結 貸 借 対 照 表  

  (単位 百万円)  

 
科          目 

当  中 間 期 

(15.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(14.9.30 現在) 

前         期 

(15.3.31 現在) 

 

 （資 産 の 部）     

  流 動 資 産      ２４８,９３１      ２４１,６７６      ２３４,８７０  

    現 金 及 び 預 金       ３２,８３７       ４０,６８９       ２４,６９５  

    受 取手形及び売掛金      １２５,９９８      １１３,０２６      １１８,２０３  

    有 価 証 券            １５５            １５２       １５４  

    棚 卸 資 産        ７０,３４７        ６９,５２０        ７０,７６１  

    繰 延 税 金 資 産          ６,８６６          ４,９３１          ６,８８５  

    そ の 他        １３,３７７        １３,８７４        １４,７８２  

    貸 倒 引 当 金     △      ６５２     △      ５１８     △      ６１２  

  固 定 資 産      ２３３,１８５      ２１９,９９０      ２２２,６８９  

   有 形 固 定 資 産      １７９,１９８      １７０,２２４      １７０,７９９  

    建 物 及 び 構 築 物        ４６,２１６        ４４,２６５        ４４,７１４  

    機 械装置及び運搬具        ９１,４７５        ８４,１６９        ８５,３９９  

    工 具 器 具 備 品          ６,０５４          ６,０３７          ６,００６  

    土                  地        ２７,５７１        ２７,３８８        ２７,１２９  

    建 設 仮 勘 定          ７,８８１          ８,３６２          ７,５４９  

   無 形 固 定 資 産          ３,６９８          １,７６０          ２,２１９  

    連 結 調 整 勘 定          １,３３９                 －                 －  

    そ の 他          ２,３５９          １,７６０          ２,２１９  

   投資その他の資産        ５０,２８８        ４８,００５        ４９,６７０  

     投 資 有 価 証 券        ３０,６８２        ２６,１３３        ２５,８９２  

     出 資 金          ５,６０７          ８,７４６          ９,７３７  

    長 期 貸 付 金          １,１４８          １,０２９          １,０４３  

     繰 延 税 金 資 産        １１,４２１        １０,９２４        １１,８４９  

    そ の 他          ３,１７４          ２,６１７          ２,８６４  

    貸 倒 引 当 金     △     ５６４     △     ４１４     △     ５７９  

    投 資 損 失 引 当 金     △   １,１８１     △   １,０３２     △   １,１３５  

   資     産     合     計      ４８２,１１６      ４６１,６６７      ４５７,５５９  

（注）                                     当中間期           前年中間期             前    期 

  １．受取手形割引高                    ９５２百万円    １,５１０百万円       ９４６百万円 

 ２．受取手形裏書譲渡高                  ４５百万円       ４８百万円          ４２百万円 

 ３．有形固定資産の減価償却累計額  ３７８,８７５百万円  ３５３,９３１百万円  ３６１,０３９百万円 

 ４．保証債務                          １,９５４百万円      １,６００百万円      １,４４１百万円 

     経営指導念書差入                         －百万円         ３７５百万円         ３６４百万円 

 ５．自己株式の数                    ７４,１８７株        ２３,７３７株        ５８,６１４株 

  

   



－   － ５

 

 

                                              (単位 百万円) 

 
    科          目 

当  中 間 期 

(15.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(14.9.30 現在) 

前         期 

(15.3.31 現在) 

 

 （負 債 の 部）     

  流  動  負  債       ２３０,３９２       ２３５,１４３       ２１９,９９９  

    支 払手形及び買掛金         ９５,９２５         ８２,４１３         ９０,０８２  

    短 期 借 入 金         ７２,１１３         ８５,５６１         ７９,８８９  

    一年以内返済長期借入金          ３,９７１          ５,８６９          ６,３５６  

     一 年 以 内 償 還 社 債      １０,０００       ５,０００                 －  

    一年以内償還転換社債               －      １９,９９９                 －  

    コマーシャルペーパー        ５,０００               －                 －  

     未 払 金         １６,６７３         １１,２３８         １５,８６４  

    未 払 費 用         １７,４２８         １８,３６１         １９,１４９  

    未 払 法 人 税 等           ５,７６３           ３,６２９           ４,１０２  

    そ の 他           ３,５１６           ３,０６８           ４,５５３  

  固  定  負  債       １２９,１２１       １１５,５５６       １２３,７６７  

     社                  債         ２０,０００         ３０,０００         ３０,０００  

     転 換 社 債         １９,４４４         ２０,０００         ２０,０００  

     長 期 借 入 金         ４５,４６６         ２３,２０６         ３０,２９９  

     繰 延 税 金 負 債           ２,２０１           １,１８６           １,４５１  

     退 職 給 付 引 当 金         ３９,９７９         ３８,３８７         ３９,４７８  

     役 員退職慰労引当金              ９８２              ９７８           １,１０３  

     連 結 調 整 勘 定               －              ２１０              ２８７  

     そ の 他           １,０４６           １,５８７           １,１４７  

   負    債    合    計       ３５９,５１３       ３５０,６９９       ３４３,７６７  

   少 数 株 主 持 分           ９,３９２           ８,７１４           ８,５０２  

 （資 本 の 部）     

  資         本         金          ２６,１７１         ２５,８９３         ２５,８９３  

  資 本 剰 余 金         ６０,９４２         ６０,６６４         ６０,６６４  

  利 益 剰 余 金         ２８,７３１         ２２,３６７         ２４,９８７  

  その他有価証券評価差額金          ５,４３４          ２,６１０           ２,３２９  

  為 替 換 算 調 整 勘 定     △    ８,０２１     △    ９,２６９     △   ８,５５１  

  自 己 株 式     △        ４８     △        １３     △        ３２  

   資   本   合   計       １１３,２１０       １０２,２５３       １０５,２９０  

   負債､少数株主持分及び資本合計       ４８２,１１６       ４６１,６６７       ４５７,５５９  

 

 

 

 



－   － ６

 

 中 間 連 結 損 益 計 算 書  

                                            (単位 百万円) 

  

   科           目 

当 中 間 期 

15.4. 1 から 

15.9.30 まで 

前 年中間期 

14.4. 1 から 

14.9.30 まで 

前    期 

14.4. 1 から 

15.3.31 まで 

 

      

    売 上 高    ２４８,２１９    ２２０,９６５    ４４６,７７８  

    売 上 原 価    ２０６,４５５    １８５,５５９    ３７２,２９４  

      売  上  総   利   益       ４１,７６３      ３５,４０６      ７４,４８４  

    販売費及び一般管理費      ３２,７４２      ３０,５１０      ６２,８４０  

      営 業 利 益         ９,０２０        ４,８９６      １１,６４３  

    営 業 外 収 益     

      受 取 利 息 配 当 金          ２０８          ２３６          ５１３  

      持分法による投資利益        １,０４２          ８３８        １,６１０  

      雑    収    入          ８９４          ７０９        ２,２８２  

    営 業 外 費 用     

      支 払 利 息        １,５６４        １,６３４        ３,１８２  

      雑    損    失          ４６８          ６０８           ８２２  

      経 常 利 益        ９,１３３       ４,４３６     １２,０４３  

    特 別 利 益     

      固 定 資 産 売 却 益                    １５           １５８ ３０６  

      厚生年金基金代行部分返上益                  －        ８,８７９        ８,８７９  

      そ の 他                         －           １２７ ４３３  

    特 別 損 失     

      固 定 資 産 除 却 損              ４９７           ８４９        １,０８１  

      有 価 証 券 等 評 価 損                  －          ２８ １,４８３  

      棚 卸 資 産 廃 棄 損                  －            － ２,５５７  

      そ の 他                          ８８３           ９２１ ２,５９１  

      税金等調整前中間(当期)純利益         ７,７６７      １１,８０１      １３,９４９  

    法人税､住民税及び事業税        ５,１２４        ３,６４６        ５,３００  

    法 人 税 等 調 整 額    △  １,６４３        ２,９２１          ６１４  

    少 数 株 主 利 益  

    (△ は 少数株主損失 ) 
          ２９９    △     １１３    △     ２４６ 

 

      中 間 （当期）純利益         ３,９８７        ５,３４６        ８,２８１  

 

 

 



－   － ７

 

 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書  

                                            (単位 百万円) 

  

科       目 

当 中 間 期 

15.4. 1 から 

15.9.30 まで 

前年中間期 

14.4. 1 から 

14.9.30 まで 

前    期 

14.4. 1 から 

15.3.31 まで 

 

      

 (資本剰余金の部)    

     

  資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ６０,６６４ ６０,６６４ ６０,６６４ 

     

  資 本 剰 余 金 増 加 高      ２７７          －          － 

    転換社債の転換による増加額         ２７７              －              － 

     

 資本剰余金中間期末(期末)残高 ６０,９４２ ６０,６６４ ６０,６６４ 

     

 (利益剰余金の部)    

     

  利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ２４,９８７ １７,５３３ １７,５３３ 

     

  利 益 剰 余 金 増 加 高   ４,５８０   ５,７７１   ８,９７９ 

    中 間 ( 当 期 ) 純 利 益      ３,９８７      ５,３４６   ８,２８１ 

    持分法適用会社増加に伴う増加額         ３５１          －          － 

    ルーマニア連結子会社のインフ 

    レーション会計に基づく増加額 
        ２４１         ４２４     ６９８ 

     

  利 益 剰 余 金 減 少 高      ８３５      ９３８   １,５２６ 

    配      当      金     ５８８     ５８８   １,１７６ 

    役 員 賞 与      ２４７      ２５２      ２５２ 

    連結子会社の増加に伴う減少額          －        ８１        ８１ 

    持分法適用会社増加に伴う減少額             －          １５        １５ 

                   

 利益剰余金中間期末(期末)残高 ２８,７３１ ２２,３６７ ２４,９８７ 

      

 

 

 

 

 

 

 

 



－   － ８

 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書  

                                                                                 (単位 百万円) 

 
 

科        目 

当 中 間 期 
15.4. 1 から 

15.9.30 まで 

前年中間期 
14.4. 1 から 

14.9.30 まで 

前   期 
14.4. 1 から 

15.3.31 まで 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

   税金等調整前中間(当期)純利益  ７,７６７   １１,８０１   １３,９４９  

   減価償却費  １１,７８９   １２,０１１   ２３,１４９  

   有価証券売却益 △ ３  △ １  △ ６  

   退職給付引当金の増加額（△減少額）  ２２６  △ ８,５３５  △ ７,６２９  

   持分法による投資利益 △ １,０４２  △ ８３８  △ １,６１０  

   売上債権の増加額 △ ２,９５７  △ １０,１１２  △ １３,２９８  

   棚卸資産の減少額  ３,８２０   ８,１３１   ７,８３７  

   仕入債務の増加額（△減少額）  １９５  △ ９,９４４  △ ４,５１２  

   受取利息配当金 △ ２０８  △ ２３６  △ ５１３  

   支払利息  １,５６４   １,６３４   ３,１８２  

   役員賞与の支払額 △ ２７８  △ ２８８  △ ２８９  

   その他  ５００   ５,１９７   １１,００３  

       小    計  ２１,３７６   ８,８２０   ３１,２６３  

   利息及び配当金の受取額  ４２５   ２９７   ５６９  

   利息の支払額 △ １,６９４  △ １,７１５  △ ３,３０１  

   法人税等の支払額 △ ３,４８６  △ １,９２３  △ ３,０９８  

  営業活動によるキャッシュ・フロー  １６,６２０   ５,４７８   ２５,４３２  

          

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

   定期預金の預入による支出 △ １８８  △ ２８６  △ ６８２  

   定期預金の払戻による収入  ２５２   ２５３   ６６９  

   有価証券の取得による支出 △ ６１  △ ６１  △ １２３  

   有価証券の売却による収入  ５９   ５９   １２６  

   固定資産の取得による支出 △ １２,２０６  △ １５,６５３  △ ２４,０３５  

   固定資産の売却による収入  ３２４   ４,７２１   ５,５７９  

   投資有価証券の取得による支出 △ ６２３  △ ５５８  △ ３,３５６  

   連結範囲の変更を伴う子会社株式等の取得による支出 △ ２,４５９   －   －  

   貸付による支出 △ ９３  △ ２６  △ ８４  

   貸付金の回収による収入  ８０   ８７   １５６  

   その他 △ ３１１  △ ７２  △ ７７６  

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ １５,２２６  △ １１,５３６  △ ２２,５２６  

          

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

   短期借入金の純増減額 △ ９,９５９   ２,５９４  △ ４,７７９  

   コマーシャルペーパーの増加額  ５,０００   －   －  

   長期借入による収入  １７,０２８   １,４７３   １２,６５８  

   長期借入金の返済による支出 △ ４,９８９  △ ３,７５０  △ ７,５１５  

   社債の発行による収入  －   １０,０００   １０,０００  

   社債の償還による支出  －  △ １０,０００  △ ３４,９９９  

   自己株式の増加額 △ １５  △ ５  △ ２４  

   親会社による配当金の支払額 △ ５８８  △ ５８８  △ １,１７６  

   少数株主への配当金の支払額 △ ５９  △ ６０  △ ６０  

   少数株主の出資引受による払込額  －   －   ５２８  

  財務活動によるキャッシュ・フロー  ６,４１５  △ ３３５  △ ２５,３６８  

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ３９６  △ ２３８  △ １４２  

 Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  ８,２０５  △ ６,６３１  △ ２２,６０５  

 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  ２４,２９４   ４６,８４９   ４６,８４９  

 Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  －   ４９   ４９  

 Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  ３２,４９９   ４０,２６８   ２４,２９４  



－   － ９

 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数は４３社(国内１６社、海外２７社)であり、これらはいずれも主要な子会社 
であります。 
  主要会社名  ダイベア(株)、光洋電子工業(株)、光洋機械工業(株)、光洋販売(株)、 

              光洋サーモシステム(株)、光洋シーリングテクノ(株)、 
              KOYO CORPORATION OF U.S.A.(ｱﾒﾘｶ)、KOYO BEARINGS(EUROPE) LTD.(ｲｷﾞﾘｽ) 
なお、当中間期における連結子会社の異動は次の通りであります。 

(1) T&K AUTOPARTS SDN. BHD.(ﾏﾚｰｼｱ)については株式を追加取得したことにより、当中間期 
より連結の範囲に含めております。 
(2) 前期において持分法適用会社でありました TRW KOYO STEERING SYSTEMS CO.(ｱﾒﾘｶ)は 

パートナー持分を追加取得したことにより、TENNESSEE KOYO STEERING SYSTEMS CO.  
(ｱﾒﾘｶ)に社名変更し、当中間期より連結の範囲に含めております。 
 

２．持分法の適用に関する事項 
非連結子会社１社（KOYO ITALIA S.R.L.(ｲﾀﾘｱ)）および関連会社４社（富士機工(株)、SONA 
KOYO STEERING SYSTEMS LTD.(ｲﾝﾄﾞ)、KENTUCKY ADVANCED FORGE, LLC(ｱﾒﾘｶ)、一汽光洋轉向 

装置有限公司(中国)）に対する投資について持分法を適用しております｡ 
なお、当中間期における持分法適用会社の異動は次の通りであります。 
(1) 一汽光洋轉向装置有限公司(中国)については、重要性が増したため、当中間期より持分 

法適用会社に含めております。 
(2) 前期において持分法適用会社でありました TRW KOYO STEERING SYSTEMS CO. <現社名 
TENNESSEE KOYO STEERING SYSTEMS CO.>(ｱﾒﾘｶ)は、当中間期より連結の範囲に含めてお 

ります。 
 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

中間連結決算日との間に生じた主要取引の調整を行っております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 

    (1)  重要な資産の評価基準及び評価方法 
         有価証券のうち、時価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価 
         法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)で、時価 

         のないものについては、移動平均法による原価法であります｡ 
棚卸資産は主として移動平均法による原価法であります｡ 

          

    (2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法 
         有形固定資産・・・・主として定率法 
                           ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物 (建物附属設備を除 

                           く｡)については、定額法を採用しております。 
         無形固定資産・・・・定額法 
                           なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期 

                           間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
    (3)  重要な引当金の計上基準 
      (a)  貸倒引当金 

           中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒 
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 
不能見込額を計上しております。 

      (b)  投資損失引当金 
           非連結子会社および関連会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を計 
           上しております｡ 

      (c)  退職給付引当金 
          従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に 
           基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 



－   － １０

 
      (d)  役員退職慰労引当金 

           当社および一部の子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末 
要支給額のうち、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

    (4) リース取引の処理方法 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
         については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
    (5) 消費税等の会計処理 

       税抜方式 
 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

    (1) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
        中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、 
        随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な 
        リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっており 
        ます。 
(2) 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 
                            当 中 間 期   前年中間期   前       期  
現金及び預金勘定 ３２,８３７百万円 ４０,６８９百万円 ２４,６９５百万円 
有価証券勘定 １５５百万円 １５２百万円 １５４百万円 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △     ３６７百万円 △     ４５２百万円 △     ４３１百万円 
株式及び償還期間が３ヶ月を超える債券等                           △     １２４百万円 △     １２１百万円 △     １２３百万円 
現金及び現金同等物 ３２,４９９百万円 ４０,２６８百万円 ２４,２９４百万円 

 

 
 

 

 有 価 証 券  

 

 

当中間期（平成１５年９月３０日現在） 

 

１.その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

  (１)株   式 ５,４７４ １４,５２３ ９,０４９ 

  (２)債   券    

社          債 ９６ １０８ １２ 

そ    の    他 １１９ １１９ △       ０ 

  (３)そ の 他 ３０２ ２８４ △     １８ 

合   計 ５,９９２ １５,０３６ ９,０４３ 

 

２.時価評価されていない主な有価証券         （単位 百万円） 

種      類 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２６５ 
 マネー・マネージメント・ファンド ３０ 

 優先出資証券 １,０００ 

合   計 １,２９６ 
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前年中間期（平成１４年９月３０日現在） 

 

１.その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

  (１)株   式 ６,８３９ １１,３４８ ４,５０８ 

  (２)債   券    

社          債 １２１ １３０ ９ 

そ    の    他 １１９ １１９ △       ０ 

  (３)そ の 他 ２９９            ２６８ △     ３１ 

合   計 ７,３７９ １１,８６６         ４,４８６ 

 

２.時価評価されていない主な有価証券         （単位 百万円） 

種      類 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２７４ 
 マネー・マネージメント・ファンド ３０ 

 優先出資証券 １,０００ 

合   計 １,３０４ 

 

 

前期（平成１５年３月３１日現在） 

 

１.その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

  (１)株   式 ５,４５６ ９,５４７ ４,０９０ 

  (２)債   券    

社          債 １２１ １３１ １０ 

そ    の    他 １１９ １１９ △       ０ 

  (３)そ の 他 ３０１ ２５７ △     ４４ 

合   計 ５,９９９ １０,０５５ ４,０５６ 

 

２.時価評価されていない主な有価証券           （単位 百万円） 

種      類 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２６１ 
 マネー・マネージメント・ファンド ３０ 

 優先出資証券 １,０００ 

合   計 １,２９１ 
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 セ グ メ ン ト 情 報  

 
 １．事業の種類別セグメント情報 

      下記の理由により記載を省略しております。 
       (1) 機械器具部品部門の売上高が、全セグメントの売上高合計の９０％超であるため。 
       (2) 機械器具部品部門の営業利益が、営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額の 

          ９０％超であるため。 
       (3) 機械器具部品部門の資産が、全セグメントの資産合計の９０％超であるため。 
 

 
 ２．所在地別セグメント情報 
 

     １５年９月中間期（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）              (単位 百万円) 

   

日本 

 

欧州 

 

北米 
ｱｼﾞｱ･ 

ｵｾｱﾆｱ 
その他 

の地域 

 

計 

消  去 

又  は 

全  社 

 

連   結 

 

  売上高及び営業損益          
   売    上    高          

  (1)外部顧客に対する売上高 136,897 73,917 22,767 13,481 1,154 248,219 - 248,219  
  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

36,452 1,473 577 2,140 33 40,677 (40,677) - 
 

 計 173,350 75,391 23,345 15,621 1,188 288,896 (40,677) 248,219  
   営  業  費  用 164,265 75,667 23,424 14,581 1,189 279,129 (39,930) 239,198  

   営  業  利  益 9,084 (   275) (    79) 1,040 (     1) 9,767 (   746) 9,020  

  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ②各区分に属する主な国又は地域 

        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 

        (2)北        米……アメリカ、カナダ 

        (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア 

        (4)その他の地域……パナマ 

③アジア・オセアニア地域については前期まで｢その他の地域｣に含めて表示しておりましたが、売上高等の増加によ 

り重要性が増したため、当中間期より｢アジア・オセアニア｣として区分表示することに変更しました。なお、前年 

中間期および前期の所在地別セグメント情報につきましても変更後の表示区分へ組み替えております。 

 

     １４年９月中間期（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）              (単位 百万円) 

   

日本 

 

欧州 

 

北米 
ｱｼﾞｱ･ 

ｵｾｱﾆｱ 
その他 

の地域 

 

計 

消  去 

又  は 

全  社 

 

連   結 

 

  売上高及び営業損益          
   売    上    高          

  (1)外部顧客に対する売上高 123,100 64,029 22,441 9,976 1,418 220,965 - 220,965  
  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

38,368 999 608 2,071 4 42,052 (42,052) - 
 

 計 161,468 65,028 23,050 12,047 1,423 263,018 (42,052) 220,965  
   営  業  費  用 156,076 66,279 23,106 11,445 1,401 258,308 (42,239) 216,069  

   営  業  利  益 5,392 ( 1,250) (    56) 602 22 4,709 186 4,896  

  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ②各区分に属する主な国又は地域 

        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 

        (2)北        米……アメリカ、カナダ 

        (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 

        (4)その他の地域……パナマ 
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     １５年３月期（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）                  (単位 百万円) 

   

日本 

 

欧州 

 

北米 
ｱｼﾞｱ･ 

ｵｾｱﾆｱ 
その他 

の地域 

 

計 

消  去 

又  は 

全  社 

 

連   結 

 

  売上高及び営業損益          
   売    上    高          
  (1)外部顧客に対する売上高 256,559 123,022 43,427 21,172 2,596 446,778 - 446,778  

  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

77,210 2,325 1,244 4,257 9 85,047 (85,047) - 
 

 計 333,770 125,347 44,672 25,430 2,605 531,826 (85,047) 446,778  

   営  業  費  用 320,299 128,826 44,687 23,967 2,637 520,417 (85,282) 435,135  

   営  業  利  益 13,471 ( 3,478) (    15) 1,463 (    32) 11,408 234 11,643  
  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ②各区分に属する主な国又は地域 

        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 

        (2)北        米……アメリカ、カナダ 

        (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 

        (4)その他の地域……パナマ 

 
 
 ３．海外売上高 
      海外売上高、連結売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります｡ 
 
１５年９月中間期（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで） 

 欧    州 北    米 ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計 

① 海外売上高 73,676 百万円 25,961 百万円 26,367 百万円 3,527 百万円 129,532 百万円 

② 連結売上高     248,219 百万円 

③ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合 29.7％ 10.5％ 10.6％ 1.4％ 52.2％ 

 
 (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ②各区分に属する主な国又は地域 
       (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
       (2)北        米……アメリカ、カナダ 
       (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア 
     (4)その他の地域……パナマ 
     ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
     ④アジア・オセアニア地域については前期まで｢その他の地域｣に含めて表示しておりましたが、売上高の増加に 
      より重要性が増したため、当中間期より｢アジア・オセアニア｣として区分表示することに変更しました。なお、 
前年中間期および前期の海外売上高につきましても変更後の表示区分へ組み替えております。 

 

１４年９月中間期（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで） 

 欧    州 北    米 ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計 

① 海外売上高 62,880 百万円 26,186 百万円 20,131 百万円 4,049 百万円 113,246 百万円 

② 連結売上高     220,965 百万円 

③ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合 28.5％ 11.9％ 9.1％ 1.8％ 51.3％ 

 
 (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ②各区分に属する主な国又は地域 
       (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
       (2)北        米……アメリカ、カナダ 
       (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
     (4)その他の地域……パナマ 
     ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 



－   － １４

 
１５年３月期（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） 

 欧    州 北    米 ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計 

① 海外売上高 120,493 百万円 50,431 百万円 43,504 百万円 8,078 百万円 222,508 百万円 

② 連結売上高     446,778 百万円 

③ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

27.0％ 11.3％ 9.7％ 1.8％ 49.8％ 

 
 (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ②各区分に属する主な国又は地域 
       (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
       (2)北        米……アメリカ、カナダ 
       (3)ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
     (4)その他の地域……パナマ 
     ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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平成 16 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要       平成 15 年 11 月 14 日 
上 場 会 社 名           光洋精工株式会社                    上場取引所  東 大 名 
コ ー ド 番 号               6473                                  本社所在都道府県 
（ＵＲＬ  http://www.koyo-seiko.co.jp/ ）          大阪府       
代  表  者 役職名  取締役社長   氏名 田 紘司 
問合せ先責任者 役職名  常務取締役   氏名 妹尾 泰輔    ＴＥＬ (06)6271－8261 
決算取締役会開催日 平成 15 年 11 月 14 日          中間配当制度の有無            有 
中間配当支払開始日 平成 15 年 12 月 10 日          単元株制度採用の有無            有(１単元  1,000 株)  
 
１． 15 年 9 月中間期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成15 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績                                             (百万円未満を切捨てて表示しております。) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

153,641 
146,191 

5.1 
4.2 

6,635 
4,219 

57.3 
147.4 

6,907       
4,334      

59.4 
102.5 

15 年 3 月期 301,093  10,317  11,312  
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

3,708 
3,234 

14.6 
298.2 

18.89 
16.49 

15 年 3 月期 4,462  22.30 

 
 
 

 (注)①期中平均株式数 15年9月中間期196,350,479株 14年9月中間期196,164,058株 15年3月期 196,149,734 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

(注)15 年 9 月中間期配当金の内訳 
  記念配当   0 円 00 銭 

 円   銭 円   銭 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

3.00 
3.00 

――――― 
――――― 

  特別配当   0 円 00 銭 

15 年 3 月期 ――――― 6.00  
 

(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

351,169 
350,117 

126,273 
119,362 

36.0 
34.1 

641.61 
608.50 

15 年 3 月期 342,644 119,795 35.0 610.81 
 (注)①期末発行済株式数 15年9月中間期196,809,245 株 14年9月中間期196,159,447 株 15年3月期196,124,570株 
   ②期末自己株式数  15年9月中間期     66,187株 14年9月中間期    15,737株 15年3月期     50,614株 

 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通   期 310,000 13,500 6,700 3.00 6.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 34 円 04 銭 
 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々
な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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 中  間  貸  借  対  照  表  

                                                     (単位 百万円) 

  

 
科      目 

当 中 間 期 

(15.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(14.9.30 現在) 

前      期 

(15.3.31 現在)  

 （ 資 産 の 部 ）     

  流 動 資 産        １４５,６１３        １５１,９００        １３９,７８３  

 現 金 及 び 預 金         １２,２６０         ２７,８２３         １０,８７９  

 受 取 手 形            ２,９１８            ３,２０３            ２,８６４  

 売 掛 金          ９４,４０４          ８２,８３６          ８７,６５３  

 有 価 証 券             １１９             １１９            １１９  

 棚 卸 資 産         ２４,４７８         ２７,２１６        ２５,７３５  

 繰 延 税 金 資 産             ３,００１             １,８６１            ２,９４４  

 そ の 他           ８,４６３           ８,９２６            ９,６７７  

 貸 倒 引 当 金      △       ３４      △       ８７      △       ９１  

  固 定 資 産         ２０５,５５６         １９８,２１６        ２０２,８６１  

   有 形 固 定 資 産          ７８,０２７          ８２,５５６         ８０,７１６  

 建            物          １８,５４４          １９,１０７          １８,５１５  

 機 械 及 び 装 置          ３６,９８７          ４０,６１９          ３８,４３５  

 土 地          １６,５５３          １６,８７０          １６,５５３  

 そ の 他          ５,９４２          ５,９５８         ７,２１１  

   無 形 固 定 資 産          １,００４            ７２８         １,０５７  

   投資その他の資産        １２６,５２４        １１４,９３１        １２１,０８７  

 関 係 会 社 株 式          ９８,０４５          ９４,４７４          ９７,３０４  

 繰 延 税 金 資 産           ５,６６３           ８,８１６            ６,２４８  

 そ の 他           ２８,０２９           ２４,２３４          ２２,７８１  

 貸 倒 引 当 金      △      ２７７      △      ２９２      △      ３１０  

 投 資 損失引当金      △    ４,９３７      △   １２,３０２      △   ４,９３７  

 資  産  合  計        ３５１,１６９        ３５０,１１７        ３４２,６４４  

（注）                                  当 中 間 期        前年中間期     前      期 

 １．有形固定資産の減価償却累計額      229,958百万円     229,827百万円    230,569百万円 

  ２．保証債務              30,678百万円       20,502百万円       27,171百万円 

保証予約              11,115百万円       12,244百万円      12,012百万円 

経営指導念書差入           1,850百万円        10,191百万円         3,100百万円 

 ３．当中間期の発行済株式数の増加の内訳    転換社債の転換  700千株 

           転換総額   556百万円 

           資本組入額   277百万円 

 



   －    － １７

 

                                                                                (単位 百万円) 

  

 
科      目 

当 中 間 期 

(15.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(14.9.30 現在) 

前      期 

(15.3.31 現在)  

 （ 負 債 の 部 ）     

  流 動 負 債         １３５,０７９         １４１,２８１        １２３,１４５  

 支 払 手 形          ２,６０４          ４,８５５          ２,７５２  

 買 掛 金           ６７,０９０           ６４,６１６         ６８,６０２  

 短 期 借 入 金          ３０,８５０          ３１,３５０         ３１,３５０  

 コマーシャルペーパー           ５,０００               －              －  

 一年以内償還社債          １０,０００           ５,０００              －  

 一年以内償還転換社債               － １９,９９９              －  

 そ の 他          １９,５３４          １５,４６０         ２０,４３９  

  固 定 負 債         ８９,８１６         ８９,４７３         ９９,７０３  

 社 債          ２０,０００          ３０,０００         ３０,０００  

 転 換 社 債          １９,４４４          ２０,０００         ２０,０００  

 長 期 借 入 金          ２５,０００          １５,０００          ２５,０００  

 退 職 給付引当金          ２５,０５３          ２４,１９８         ２４,３９９  

 役員退職慰労引当金            ３１８            ２７４            ３０４  

 負  債  合  計         ２２４,８９６         ２３０,７５４        ２２２,８４８  

 （ 資 本 の 部 ）     

  資  本  金           ２６,１７１           ２５,８９３         ２５,８９３  

  資 本 剰 余 金          ６０,９４２          ６０,６６４         ６０,６６４  

  資 本 準 備 金          ６０,９４２          ６０,６６４         ６０,６６４  

  利 益 剰 余 金          ３３,８９１          ３０,２２０         ３０,８６０  

  利 益 準 備 金           ５,８６５           ５,８６５          ５,８６５  

  任 意 積 立 金          ２２,０７３          １８,９５３         １８,９５３  

 特 別 償却準備金              ７０              ７８              ７８  

 固定資産圧縮積立金          １,９０８          １,８６９          １,８６９  

 圧縮特別勘定積立金              ８９               －              －  

 別 途 積 立 金          ２０,００５          １７,００５         １７,００５  

 中間(当期)未処分利益           ５,９５１           ５,４０１           ６,０４０  

  その他有価証券評価差額金            ５,３１１            ２,５９２          ２,４０４  

  自 己 株 式       △      ４３       △       ８      △       ２７  

 資  本  合  計         １２６,２７３         １１９,３６２        １１９,７９５  

 負債及び資本合計         ３５１,１６９         ３５０,１１７        ３４２,６４４  



   －    － １８

 

 中  間  損   益   計   算   書  

                                             (単位 百万円) 

  

  

 

 

科             目 

当 中 間 期 

15.4. 1 から 

15.9.30 まで 

前年中間期 

14.4. 1 から 

14.9.30 まで 

前    期 

14.4. 1 から 

15.3.31 まで  

 売      上      高   １５３,６４１   １４６,１９１   ３０１,０９３  

 売    上    原    価   １３３,３７１   １２８,５５８   ２６３,６３９  

 売 上 総 利 益   ２０,２７０   １７,６３３    ３７,４５４  

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     １３,６３４     １３,４１３    ２７,１３６  

 営 業 利 益     ６,６３５     ４,２１９    １０,３１７  

 営   業   外   収   益       

 受 取 利 息 配 当 金       ６５０       ５８０       ６７４  

 雑     収       入       ６７６       ５７９     １,８９６  

 営  業  外  費  用     

 支  払  利  息        ５３０        ５６５     １,１７０  

 雑       損       失       ５２３       ４８０       ４０５  

 経 常 利 益      ６,９０７      ４,３３４     １１,３１２  

 特   別   利   益     

 固 定 資 産 売 却 益        １        ４      １９４  

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額       ７３      １１９       ５８  

 厚生年金基金代行部分返上益           －       ８,８７９       ８,８７９  

 特   別   損   失     

 固 定 資 産 除 却 損         ３２７         ５０９         ８５２  

 有 価 証 券 等 評 価 損           －          ２１       １,４３２  

 投資損失引当金繰入額     － ７,４００         ２６４  

 棚 卸 資 産 廃 棄 損 － － １,６５０  

 構 造 改 善 費 ５７１ － ７２４  

 関 係 会 社 支 援 損 － － ７,０３１  

 税引前中間(当期)純利益     ６,０８３     ５,４０６     ８,４８９  

 法人税、住民税及び事業税       ３,８５０       ２,４００     ２,５５０  

 法 人 税 等 調 整 額   △  １,４７４   △    ２２７      １,４７７  

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益     ３,７０８     ３,２３４     ４,４６２  

 前 期 繰 越 利 益     ２,２４３     ２,１６６     ２,１６６  

 中 間 配 当 額             －             －       ５８８  

 中間(当期)未処分利益      ５,９５１      ５,４０１     ６,０４０  



   －    － １９

 
 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 
  （１）有価証券の評価基準及び評価方法 
          子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法 
          その他有価証券 
                時価のあるもの ………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                                            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 
                                              移動平均法により算定） 
                時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法 
  （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
          移動平均法による原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
  （１）有形固定資産………………定率法 
                                ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除 
                                く。）については、定額法を採用しております。 
  （２）無形固定資産………………定額法 
                                なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期 
                                間(５年)に基づく定額法を採用しております。 
 
３．引当金の計上基準 
  （１）貸倒引当金 
        中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に 
        より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上 
        しております。 
  （２）投資損失引当金 
        関係会社に対する出資額の損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 
  （３）退職給付引当金 
        従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、 
        当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
  （４）役員退職慰労引当金 
        役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額のうち、当中間期末において 
        発生していると認められる額を計上しております。 
 
４．リース取引の処理方法 
      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 
      は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
５．消費税等の会計処理 
      税抜方式 
 

 
有   価   証   券 

 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                                   (単位 百万円) 

  当中間期 前年中間期 前  期  

  （平成15年9月30日現在） （平成14年9月30日現在） （平成15年3月31日現在）  

  中間貸借対 

照表計上額 
時 価 差 額 

中間貸借対 

照表計上額 
時 価 差 額 

貸借対照表 

計  上  額 
時 価 差 額 

 

 子 会 社 株 式 1,614 1,724   109 1,614 1,267 △ 346 1,614 1,228 △ 386  

 関連会社株式 3,015 4,795  1,780 1,888 1,536 △ 351 3,015 3,267 251  

 合      計 4,629 6,520 1,890 3,502 2,804 △ 698 4,629 4,495 △ 134  

 

 


